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表紙

上記事項につきましては、法令及び定款第13条の規定に基づき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、本株主総会
におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆さまに電子提供措置
事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第23回定時株主総会招集ご通知
（電子提供措置事項のうち書面交付請求による交付書面に記載しない事項）

業務の適正を確保するための体制

内部統制システムの運用状況の概要

連結株主資本等変動計算書

連結計算書類の連結注記表

株主資本等変動計算書
計算書類の個別注記表

（2023年７月１日から2024年６月30日まで）

デジタル・インフォメーション・テクノロジー株式会社
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業務の適正を確保するための体制

業務の適正を確保するための体制
　当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制並びにその他業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）につい
て、取締役会において決議しております。
　その内容は、以下のとおりであります。

① 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社の行動指針である「ＤＩＴグループ行動規範・行動指針」を制定し、
「取締役会規則」とともに取締役にその実践を促します。また、監査役は「監
査役会規則」及び「監査役監査基準」に則り、取締役の職務の執行が法令等に
適合することを確保するための監査をします。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　当社は、取締役の業務執行に係る情報について、法令及び「取締役会規
則」、「文書管理規程」、「情報管理基本規程」、その他の社内規程に則り、
適切に保存及び管理を行います。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、「リスク管理規程」を定め、事業活動に伴う重要リスクへの対応計
画を整備することにより、リスクの発生予防と発生した場合の影響を最小化す
ることに努めます。

④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、「取締役会」を原則として月１回開催し、経営上の重要事項の方針
決定及び業務執行状況の監督を行います。また、取締役の職務を効率的に執行
するための執行役員制度を導入し、職務権限を適切に委譲します。
　なお、社内規程により、職務権限、業務分掌等を定め、効率的な職務執行を
確保するための分権をします。

⑤ 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社の行動指針である「ＤＩＴグループ行動規範・行動指針」を制定し、使
用人にその実践を促します。また、使用人の職務の執行が法令等に適合するこ
とを確保するための内部監査体制を整えます。
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業務の適正を確保するための体制

⑥ 当社並びに当社の子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制
　「ＤＩＴグループ行動規範・行動指針」及び「関係会社管理規程」を制定
し、子会社の取締役にその実践を促します。
　また、当社の内部監査室が子会社の内部監査を行い、子会社の業務の適正性
を継続的にモニタリングします。

⑦ 当社の子会社の取締役の職務の執行に係る当社への報告に関する体制
　当社の「関係会社管理規程」及び「決裁権限規程」に基づき、特定の事項に
ついては、子会社の決議の前に当社に承認を求め、又は報告することを義務付
けるとともに、一定の基準を満たす事項については当社の取締役会決議事項と
します。

⑧ 当社の子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社の「リスク管理規程」に基づき、子会社のさまざまなリスクに対して、
リスク管理委員会を通じて、適切な対応を行います。

⑨ 当社の子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　子会社の職務の執行は、子会社が制定する規程類に基づき行いますが、特定
の事項については、当社の「関係会社管理規程」に従うものとします。

⑩ 当社の子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社の子会社の取締役及び使用人に対し、「ＤＩＴグループ行動規範・行動
指針」に基づき行動することを指導し、その実践を促します。

⑪ 監査役の職務を補助すべき使用人及び当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の職務を補助すべき使用人を内部監査室付とし、人事考課や異動、懲
戒に関しては、監査役の同意を必要とする体制とします。

⑫ 監査役の職務を補助すべき使用人への指示の実効性の確保に関する事項
　監査役から監査の実施に必要な指示を受けた使用人は、その業務の執行中は
取締役からの指揮命令を受けないものとします。
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業務の適正を確保するための体制

⑬ 取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への報告に関する体制
　監査役は、「取締役会」、その他の重要な会議に出席し、取締役並びに使用
人からその職務執行状況を聴取し、関係資料を閲覧することができます。
　また、内部通報制度等の情報を適宜通知するとともに、内部統制システムに
係る評価の進捗状況等の情報を提供します。

⑭ 子会社の取締役又は使用人から報告を受けた者が監査役に報告するための体制
　当社の監査役は、子会社への往査に際し、子会社の取締役並びに使用人から
報告を受け、意見を聴取することができます。
　また、子会社の取締役並びに使用人から報告を受けた者は、監査役に直接報
告できるものとします。

⑮ 監査役に報告した者が、当該報告をしたことを理由に、不利な扱いを受けないことを確保するための体制
　当社の「内部通報規程」に基づき、通報者の保護を定めており、いかなる不
利な扱いも行いません。
　また、通報者に対し不利な扱いや嫌がらせを行った場合は、当該行為者に対
し就業規則に従って処分を科します。

⑯ 監査役の職務の執行に伴い生ずる費用の前払又は償還など、費用又は債務の処理に係る方針
　監査計画において見込まれる費用については予め予算化し、突発的な費用に
ついては、前払又は償還できることとします。

⑰ 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　内部監査室は、監査役との間で、各事業年度の内部監査計画の策定、内部監
査結果等につき、密接な情報交換及び連携を図ります。

※使用人とは取締役を除く執行役員及び従業員を指します。
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内部統制システムの運用状況の概要

内部統制システムの運用状況の概要
財務報告の有効性に関する評価並びに各事業部門における業務処理統制の状況

については、内部監査室が計画的に実施する業務処理統制監査において検証を行
い、法令遵守の状況については、常勤監査役と内部監査室が連携して計画的ある
いは随時に実施する内部監査活動において検証しており、各々の検証結果につい
ては内部監査報告書として代表取締役及び全監査役に対し、報告を行っておりま
す。
また、常勤監査役は、経営に重大な影響を及ぼすリスクについて業務執行を行
う取締役が適切に対応しているか確認検証しており、その検証結果は監査役会に
おいて情報共有し、必要に応じて代表取締役に意見交換会を通じて報告を行って
おります。
なお、当社は全社的なリスク管理を推進することを目的とした「リスク管理委

員会」を設置し、定期的にリスクの評価を行うと共にリスクの発生有無を確認し
ております。また、個人情報保護・機密情報管理、コンプライアンス、コーポレ
ートガバナンスについて、すべての役職員に周知徹底を図っております。
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連結株主資本等変動計算書

連結株主資本等変動計算書（2023年７月１日から2024年６月30日まで） （単位：千円）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 453,156 459,214 5,742,065 △694,538 5,959,896

当期変動額

自己株式の取得 △137,108 △137,108

剰余金の配当 △618,988 △618,988

親会社株主に帰属する当期純利益 1,686,924 1,686,924
連結子会社の決算期の変
更に伴う増減 △26,910 △26,910

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)
当期変動額合計 － － 1,041,025 △137,108 903,917

当期末残高 453,156 459,214 6,783,090 △831,646 6,863,813

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金 為替換算調整勘定その他の包括利益累計額合計
当期首残高 10,563 35,911 46,475 － 6,006,372

当期変動額

自己株式の取得 △137,108

剰余金の配当 △618,988

親会社株主に帰属する当期純利益 1,686,924
連結子会社の決算期の変
更に伴う増減 △26,910

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 24,244 24,009 48,253 99,768 148,021

当期変動額合計 24,244 24,009 48,253 99,768 1,051,938

当期末残高 34,807 59,920 94,728 99,768 7,058,310

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

連結注記表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項）

１. 連結の範囲に関する事項
　すべての子会社を連結しております。
　連結子会社の数　6社
　連結子会社の名称

　DITマーケティングサービス株式会社
　DIT America，LLC．
　株式会社シンプリズム
　SEEF株式会社
　株式会社ジャングル
　システム・プロダクト株式会社

　連結範囲の変更
　子会社化したため、株式会社ジャングル及びシステム・プロダクト株式会
社を連結の範囲に含めております。

２. 持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
　子会社のうち、システム・プロダクト株式会社の決算日は３月31日でありま
す。連結計算書類を作成するにあたっては、決算日現在の計算書類を使用し、連
結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っており
ます。SEEF株式会社の決算日は１月31日であります。連結計算書類を作成するに
あたっては、３月31日現在で決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎として
おります。なお、その他の連結子会社の決算日は、連結会計年度と一致しており
ます。
　なお、従来、連結子会社のうち決算日が３月31日であった、株式会社シンプリ
ズムについては同日現在の計算書類を使用し連結決算日との間に生じた重要な取
引については、連結上必要な調整を行っておりましたが、同社が決算日を６月30
日に変更したことに伴い、当連結会計年度は2023年４月１日から2023年６月30
日までの３か月分の損益について利益剰余金で調整し連結しております。また、
この決算期変更に伴い、当連結会計年度においては、2023年７月１日から2024
年６月30日までの12か月間を連結しております。
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４. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券
・市場価格のない株式等以外のもの

　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）を採用しております｡

・市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

② 棚卸資産
・商品、仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法により算定）を採用しております。

・原材料及び貯蔵品
　総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価
切下げの方法により算定）を採用しております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。
　ただし、1998年４月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）につい
ては定額法を採用しております。
　また、2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物については定
額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　６年～20年
工具、器具及び備品　２年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。

・自社利用ソフトウエア
　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま
す。

③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用してお
ります｡
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(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

② 受注損失引当金
　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における受
注契約に係る損失見込額を計上しております。

③ 賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計年度
に負担すべき額を計上しております。

④ 株式給付引当金
　当社の従業員に対する将来の当社株式の給付に充てるため、株式給付規
程に基づき、従業員に割り当てたポイントに応じた株式の給与見込額に基
づき計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
小規模企業等における簡便法の採用
　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職
給付に係る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を
適用しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。

(6) 重要な収益及び費用の計上基準
① ソフトウエア開発事業
（イ）ビジネスソリューション事業、エンベデッドソリューション事業

　ビジネスソリューション事業は、主に金融系等のソフトウエア開発及
びシステムやネットワークの運用サポートを行っております。
　エンベデッドソリューション事業は、主に車載等の組込開発及び通信
等の検証を行っております。
　当該事業における契約については、請負契約並びに準委任契約及び派
遣契約があり、契約に応じて次の履行義務を認識しております。
　請負契約による取引については、主として顧客の要求する仕様に沿っ
たシステムやソフトウエアを制作し顧客に納品するものであり、当社グ
ループは成果物を完成させる責任を有しております。したがって請負契
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約については、金額が過少であるもの、期間がごく短い契約を除き、一
定の期間にわたり充足される履行義務であると判断し、履行義務の充足
に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
　準委任契約及び派遣契約については、主としてシステムエンジニア等
の労働力を契約期間にわたって顧客に提供するものであり、当社グルー
プは成果物を完成させる責任を有しておりません。したがって準委任契
約及び派遣契約については、顧客との契約に基づいて役務を提供するた
め、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、役務の提供期
間に応じて均等に収益を認識しております。
　なお履行義務の対価は、履行義務を充足してから主として２ヶ月以内
に受領しており、重大な金融要素を含んでおりません。

（ロ）自社商品等販売事業
　自社商品等販売事業は、主に自社で開発したxoBlos（ゾブロス）及び
WebARGUS（ウェブアルゴス）等のライセンス販売等を行っておりま
す。また、子会社の株式会社ジャングルが法人向け商材のクラウドマイ
グレーションツール「Data Migration Box」、データ消去ソフト
「DiskDeleter」等及び個人向け商材「筆ぐるめ」等のライセンス販売
等を行っております。
　ライセンス販売については、一定の期間にわたり履行義務が充足され
ると判断し、契約に定める許諾期間にわたって収益を認識しております
が、一部のライセンス販売については、ライセンスが顧客に供与される
時点において収益を認識しております。
　また、上記に付随して、システム制作支援や導入支援等の契約が発生
することもありますが、収益の認識につきましては、(イ)ビジネスソリュ
ーション事業、エンベデッドソリューション事業と概ね同一でありま
す。
　なお履行義務の対価は、履行義務の充足前に契約負債として受領する
場合を除き、履行義務を充足してから主として２ヶ月以内に受領してお
り、重大な金融要素を含んでおりません。

② システム販売事業
　システム販売事業は、主にカシオ計算機株式会社製中小企業向け業
務・経営支援システム「楽一」及び周辺機器等の商品を販売しておりま
す。
　商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点又は顧客が検収
した時点で収益を認識しております。
　なお履行義務の対価は、履行義務を充足してから主として２ヶ月以内
に受領しており、重大な金融要素を含んでおりません。

－ 9 －
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(7) のれんの償却方法及び償却期間
　５～７年間の定額法により償却しております。

(8) 追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、2019年５月15日開催の取締役会において、当社の株価や業績と従
業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することに
より、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対し
て自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯ
Ｐ）」を導入しております。
①取引の概要
　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした
当社及び当社グループ会社の従業員に対し当社株式を給付する仕組みです。
　当社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条
件により受給権の取得をしたときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給
付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭によ
り将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。
②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除
く。）により純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の
帳簿価額及び株式数は、当連結会計年度末209,582千円、112,800株でありま
す。

5. 会計上の見積りに関する注記
（のれんの評価）

(1) 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
のれんの金額は、810,685千円であります。

(2) その他見積りの内容に関する情報
①金額の算出方法

　のれんについては、減損の兆候の有無を検討し、減損の兆候を識別し
た場合には、のれんの残存償却期間に対応する期間における割引前将来
キャッシュ・フローを事業計画に基づいて算定し、帳簿価額と比較して
減損損失の認識の要否を判定しています。減損損失の認識が必要と判定
された場合、当該のれんについては、回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失として認識しています。なお、当連結会計年度において
は、のれんについて減損の兆候は識別されていません。
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②金額の算出に用いた主要な仮定
　のれんに関する各資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・
フローは、経営者が作成した中期事業計画をもとに算定しています。

③翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　会計上の見積り固有の不確実性からキャッシュ・フローが生じる時期
及び金額が見積りと異なった場合、翌連結会計年度の連結計算書類にお
いて、のれんについて減損損失を認識する可能性があります。

６. 表示方法の変更に関する注記
（連結損益計算書）
　前連結会計年度において独立掲記していた営業外収益の「雑収入」は、金額的
重要性が乏しくなったため、当連結会計年度において営業外収益の「その他」に
含めて表示しております。なお、当連結会計年度の「雑収入」は1,197千円であ
ります。
　前連結会計年度において独立掲記していた営業外費用の「雑損失」は、金額的
重要性が乏しくなったため、当連結会計年度において営業外収益の「その他」に
含めて表示しております。なお、当連結会計年度の「雑損失」は0千円でありま
す。
　前連結会計年度において営業外費用の「その他」に含めて表示していた「支払
手数料」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度において独立掲記いた
しました。なお、前連結会計年度における「支払手数料」は347千円でありまし
た。

（連結貸借対照表に関する注記）
1.財務制限条項付きリボルビング・クレジット・ファシリティ契約及び当座借越契約
(1) 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため株式会社三菱ＵＦＪ銀行をエージェン

トとするリボルビング・クレジット・ファシリティ契約（シンジケート方式）を締
結しております。また、当座借越契約を３行と締結しております。当該契約に基づ
く当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

リボルビング・クレジット・ファシリティ契約の総額    4,000,000千円
当座借越契約の総額                                                    350,000千円
借入実行残高                                                                       －千円
差引額                                                                   4,350,000千円
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現金及び預金（定期預金） 15,000千円

社債 41,700千円

(2) 上記のリボルビング・クレジット・ファシリティ契約については、以下のとおり財
務制限条項が付されており、これらの条項に一つでも抵触した場合、当社は借入先
からの通知により、期限の利益を喪失し、当該借入金を返済する義務を負っており
ます。
①2024年６月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結貸借対照表に記載

される純資産の部の金額を、直前決算期の末日または2023年６月決算期の末日
における連結貸借対照表に記載される純資産の部の金額のいずれか大きい方の
75％以上に維持すること。

②2023年６月期決算以降、各年度の決算期に係る連結損益計算書に記載される経
常損益が２期連続して損失とならないようにすること。

２.担保に供している資産及び担保に係る債務
担保に供している資産

　上記資産には、銀行取引に関わる根抵当権が設定されており、以下の債務が
あります。

※１年内償還予定の社債については、社債に含めております。
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株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 15,501千株 －千株 －千株 15,501千株

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当金の原資 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2023年９月27日
定 時 株 主 総 会 普通株式 272,584千円 利益剰余金 18.0円 2023年６月30日 2023年９月28日

決 議 株式の種類 配当金の総額 配当金の原資 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2024年２月14日
取 締 役 会 普通株式 346,403千円 利益剰余金 23.0円 2023年12月31日 2024年３月７日

決 議 予 定 株式の種類 配当金の総額 配当金の原資 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効力発生日

2024年９月26日
定 時 株 主 総 会 普通株式 346,403千円 利益剰余金 23.0円 2024年６月30日 2024年９月27日

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）
１. 発行済株式の種類及び株式数に関する事項

２. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額等

(注) 2023年９月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託
(J-ESOP)」の導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）
が所有する株式112千株に対する配当金2,030千円を含めております。

(注) 2024年２月14日取締役会の決議による配当金の総額には、「株式給付信託(J-
ESOP)」の導入において設定した株式会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が保
有する当社株式112千株に対する配当金2,594千円を含めております。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計
年度となるもの
次のとおり、決議を予定しております。

(注) 2024年９月26日定時株主総会決議による配当金の総額には、「株式給付信託
(J-ESOP)」の導入において設定した株式会社日本カストディ銀行（信託Ｅ口）
が所有する株式112千株に対する配当金2,594千円を含めております。
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（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取り組み方針
　当社グループは、一時的な余資は主に安全性の高い短期的な預金等で運用
し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティ
ブは、後述するリスクを回避するために利用することとし、投機的な取引は行
わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、営業上の関係を有する企業等の株式であり、上場株式につ
いては市場リスクに晒されております。
　敷金及び保証金は、主に事業所等の建物の賃借に伴うものであり、これらは
貸主の信用リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金、未払金、未払費用、未払法人税等及び未払消費税等
はそのほとんどが３か月以内の支払期日であります。
　借入金及び社債は、主に営業取引に係る資金の調達を目的としたものであ
り、金利の変動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、与信管理規程に従い、営業債権について、主要な取引先の状況を
定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに
財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。ま
た、敷金及び保証金については、貸主の信用状況を定期的に把握し、賃貸借
期間を適切に設定することにより、リスクの低減を図っております。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状
況等を把握しております。
　借入金及び社債は、金利の変動リスクに晒されていますが、市場の金利動
向に留意しながら固定金利を利用し、資金調達をしております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリス
ク）の管理
　当社は、各部署からの報告に基づき適時に資金計画を作成・更新すること
により流動性リスクを管理しております。
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連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 投 資 有 価 証 券
(*3,4）

114,544 114,544 ―

(2) 敷金及び保証金 215,398 209,030 △6,368

資産計 329,943 323,575 △6,368

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 長期借入金(*5) 201,840 208,381 6,541

(2) 社債(*6) 41,700 41,775 75

負債計 243,540 250,156 6,616

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変
動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該
価額が変動することがあります。

２. 金融商品の時価等に関する事項
　連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す｡

（単位：千円）

(*1)「現金及び預金」については、現金であること、及び預金が短期間で決済されるた
め時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

(*2)「受取手形及び売掛金」「買掛金」「未払金」「未払費用」「未払法人税等」「未
払消費税等」については、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するもの
であることから、記載を省略しております。

(*3)なお、市場価格のない株式等は含まれておりません。
(*4)連結貸借対照表に持分相当額を純額で計上する組合等への出資（連結貸借対照表計

上額41,929千円）についても掲載を省略しております。
(*5)1年以内返済予定の長期借入金については、長期借入金に含めております。
(*6)1年内償還予定の社債については、社債に含めております。
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（単位：千円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
　株式 106,609 7,935 － 114,544

（単位：千円）

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金及び保証金 － 209,030 － 209,030
借入金 － 208,381 － 208,381
社債 － 41,775 － 41,775

３. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じ
て、以下の３つのレベルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相
場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ
ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それら
のインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低
いレベルに時価を分類しております。

(1) 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

(2) 時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引さ
れているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。非上場投資信託に
ついては、公表されている基準価額等をもって時価としており、レベル２の時価に
分類しています。

敷金及び保証金
　これらの時価については、返還予定時期を合理的に見積り将来キャッシュ・フロ
ーを国債の利回りで割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しておりま
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す。
借入金

　一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと返済期日
までの期間及び信用リスクを加味した利率をもとに割引現在価値法により算定して
おり、レベル２の時価に分類しております。

社債
　社債の時価は、元利金の合計額を一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ
フローを国債の利回り等適切な利率で割り引いた現在価値により算定しており、そ
の時価をレベル２の時価に分類しております。
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ソフトウエア開発事業
　ビジネスソリューション事業 11,165,951
　エンベデッドソリューション事業 6,897,826
　自社商品等販売事業 1,095,687
システム販売事業 728,778
外部顧客への売上高 19,888,244

当連結会計年度
期首残高 期末残高

顧客との契約から生じた債権 2,632,464 3,282,516
契約資産 321,062 297,481
契約負債 219,930 226,096

（収益認識に関する注記）
1.顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度（自　2023年７月１日　至　2024年6月30日）
（単位：千円）

２.顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　収益を理解するための基礎となる情報は、（連結計算書類作成のための基本となる
重要な事項）「４.会計方針に関する事項「(6)重要な収益及び費用の計上基準」」に
記載のとおりであります。

３.当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報

（１）契約資産及び契約負債の残高等
（単位：千円）

　契約資産は、主にソフトウエアの受託開発について、期末日現在で完了してい
るが未請求のソフトウエアの受託開発にかかる対価に対する当社及び連結子会社
の権利に関するものであります。契約資産は、対価に対する当社及び連結子会社
の権利が無条件になった時点で顧客との契約から生じた債権に振り替えられま
す。
　契約負債は、主に顧客からの前受金に関連するものであります。契約負債は、
収益の認識に伴い取り崩されます。
　当連結会計年度に認識された収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれ
ていた額は、207,383千円であります。
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当連結会計年度
１年以内 207,969
１年超 18,126

合計 226,096

１株当たり純資産額 465円51銭
１株当たり当期純利益 112円83銭

（２）残存履行義務に配分した取引価格
　残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、
以下のとおりであります。

(単位：千円)

（１株当たり情報に関する注記）

(注) 株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)
に残存する当社株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算
定上、期末発行済株式数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株
式に含めております。
　当連結会計年度における１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の
算定上控除した当該自己株式の期末株式数及び期中平均株式数は112,800株
及び112,800株であります。
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（企業結合等関係）
取得による企業結合
１．株式会社ジャングル
（１）企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　株式会社ジャングル
事業の内容　　　　ソフトウエア及びサービスの企画、開発、販売

②企業結合を行った主な理由
　当社のソフトウエア開発事業における自社商品等販売事業拡大のための販売網
及びノウハウ取得への要望とジャングルの培った販売力及びマーケティングノウ
ハウの活用の要望を組み合わせることにより、双方にとって自社商品等販売事業
の発展へのシナジー効果が見込まれるため、双方合意のもと子会社化の株式譲渡
契約を締結する判断に至りました。

③企業結合日
2024年２月29日（株式取得日）
2024年３月31日（みなし取得日）

④企業結合の法的形式
株式取得

⑤結合後企業の名称
変更はありません。

⑥取得した議決権比率
100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠
当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

（２）連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
2024年４月1日から2024年６月30日まで

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価　現金　600,000千円
取得原価　　　　　600,000千円

（４）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等　29,000千円
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流動資産 529,164千円
固定資産 35,890千円
資産合計 565,054千円
流動負債 144,734千円
固定負債 210,245千円
負債合計 354,979千円

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額

389,925千円
②発生原因

　主としてソフトウエア開発事業で販売網及びマーケティングノウハウの活用に
より事業規模の拡大が期待される超過収益力であります。

③償却方法及び償却期間
５年間にわたる均等償却

（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

２．システム・プロダクト株式会社
（１）企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　 システム・プロダクト株式会社
事業の内容　　　　コンピュータシステム及びソフトウエアの企画、開発・販

売・保守等
②企業結合を行った主な理由

　当社のソフトウエア開発事業の強化及び新たな業務領域の拡大の要望とシステ
ム・プロダクトの事業規模を広げる要望を組み合わせることにより、金融業務全
般に対するソフトウエア開発力の強化と成長領域であるSalesforceの技術力の強
化のシナジー効果が見込まれること、また、M&Aにより後継者問題が解決するこ
とから、双方合意のもと子会社化の株式譲渡契約を締結する判断に至りました。

③企業結合日
2024年２月29日（株式取得日）
2024年３月31日（みなし取得日）

④企業結合の法的形式
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株式取得
⑤結合後企業の名称

変更はありません。
⑥取得した議決権比率

80％
⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したことによるものです。

（２）連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間
　2024年3月31日をみなし取得日としており、被取得企業の決算日である3月31
日現在の貸借対照表のみを連結しているため、当連結会計年度に係る連結損益計
算書に被取得企業の業績は含まれておりません。

（３）被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
取得の対価　現金　720,000千円
取得原価　　　　　720,000千円

（４）主要な取得関連費用の内容及び金額
アドバイザリーに対する報酬・手数料等　33,800千円

（５）発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①発生したのれんの金額

320,927千円
②発生原因

　主としてソフトウエア開発事業でのリソース不足を解消し、新規案件・ビジネ
スの立上げを行うことにより事業規模の拡大が期待される超過収益力でありま
す。

③償却方法及び償却期間
７年間にわたる均等償却
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流動資産 590,147千円
固定資産 31,800千円
資産合計 621,947千円
流動負債 123,106千円
固定負債 －千円
負債合計 123,106千円

（６）企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

（重要な後発事象に関する注記）
　該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書（2023年７月１日から2024年６月30日まで） (単位：千円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計資本準備金 資本剰余金

合計 利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金
合計別途

積立金
繰越利益
剰余金

当期首残高 453,156 459,214 459,214 7,571 2,000 5,217,525 5,227,096 △694,538 5,444,928

当期変動額

自己株式の取得 △137,108 △137,108

剰余金の配当 △618,988 △618,988 △618,988

当期純利益 1,702,763 1,702,763 1,702,763
株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

当期変動額合計 － － － － － 1,083,775 1,083,775 △137,108 946,667

当期末残高 453,156 459,214 459,214 7,571 2,000 6,301,300 6,310,871 △831,646 6,391,595

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

当期首残高 10,563 10,563 5,455,491

当期変動額

自己株式の取得 △137,108

剰余金の配当 △618,988

当期純利益 1,702,763
株主資本以外
の項目の当期
変動額(純額)

24,244 24,244 24,244

当期変動額合計 24,244 24,244 970,911

当期末残高 34,807 34,807 6,426,402

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表
１. 重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 関係会社株式

　移動平均法による原価法を採用しております。
② その他有価証券

・市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平
均法により算定）を採用しております｡

・市場価格のない株式等
　移動平均法による原価法を採用しております。

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法
・商品、仕掛品
　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下
げの方法により算定）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建
物（建物附属設備を除く）については定額法を採用しております。また、
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法
を採用しております。
主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　　６年～20年
工具、器具及び備品　　　　２年～15年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
・自社利用ソフトウエア

　社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しておりま
す。

③ リース資産
・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零として算定する定額法を採用しております。

④ 長期前払費用
　定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、
回収不能見込額を計上しております。

② 受注損失引当金
　受注契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末における受注契
約に係る損失見込額を計上しております。

③ 賞与引当金
　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負
担すべき額を計上しております。なお、当事業年度の末日においては、賞
与引当金の計上はありません。

④ 株式給付引当金
　当社の従業員に対する将来の当社株式の給付に充てるため、株式給付規
程に基づき、従業員に割り当てたポイントに応じた株式の給与見込額に基
づき計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準
① ソフトウエア開発事業
（イ）ビジネスソリューション事業、エンベデッドソリューション事業

　ビジネスソリューション事業は、主に金融系等のソフトウエア開発及
びシステムやネットワークの運用サポートを行っております。
　エンベデッドソリューション事業は、主に車載等の組込開発及び通信
等の検証を行っております。
　当該事業における契約については、請負契約並びに準委任契約及び派
遣契約があり、契約に応じて次の履行義務を認識しております。
　請負契約による取引については、主として顧客の要求する仕様に沿っ
たシステムやソフトウエアを制作し顧客に納品するものであり、当社グ
ループは成果物を完成させる責任を有しております。したがって請負契
約については、金額が過少であるもの、期間がごく短い契約を除き、一
定の期間にわたり充足される履行義務であると判断し、履行義務の充足
に係る進捗度に基づき収益を認識しております。
　準委任契約及び派遣契約については、主としてシステムエンジニア等
の労働力を契約期間にわたって顧客に提供するものであり、当社グルー
プは成果物を完成させる責任を有しておりません。したがって準委任契
約及び派遣契約については、顧客との契約に基づいて役務を提供するた
め、一定の期間にわたり履行義務が充足されると判断し、役務の提供期
間に応じて均等に収益を認識しております。
　なお履行義務の対価は、履行義務を充足してから主として２ヶ月以内
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に受領しており、重大な金融要素を含んでおりません。
（ロ）自社商品等販売事業

　自社商品等販売事業は、主に自社で開発したxoBlos（ゾブロス）及び
WebARGUS（ウェブアルゴス）等のライセンス販売等を行っておりま
す。
　ライセンス販売については、一定の期間にわたり履行義務が充足され
ると判断し、契約に定める許諾期間にわたって収益を認識しております
が、一部のライセンス販売については、ライセンスが顧客に供与される
時点において収益を認識しております。
　また、自社商品の導入にあたって、システム制作支援や導入支援等の
契約が発生することもありますが、収益の認識につきましては、①ビジ
ネスソリューション事業、エンベデッドソリューション事業と概ね同一
であります。
　なお履行義務の対価は、履行義務の充足前に契約負債として受領する
場合を除き、履行義務を充足してから主として２ヶ月以内に受領してお
り、重大な金融要素を含んでおりません。

② システム販売事業
　システム販売事業は、主にカシオ計算機株式会社製中小企業向け業
務・経営支援システム「楽一」及び周辺機器等の商品を販売しておりま
す。
　商品の販売については、顧客に商品を引き渡した時点又は顧客が検収
した時点で収益を認識しております。
　なお履行義務の対価は、履行義務を充足してから主として２ヶ月以内
に受領しており、重大な金融要素を含んでおりません。

(5) 追加情報
（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引）

　当社は、2019年５月15日開催の取締役会において、当社の株価や業績と従
業員の処遇の連動性をより高め、経済的な効果を株主の皆様と共有することに
より、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めるため、従業員に対し
て自社の株式を給付するインセンティブプラン「株式給付信託（Ｊ-ＥＳＯ
Ｐ）」を導入しております。

①取引の概要
　本制度は、予め当社が定めた株式給付規程に基づき、一定の要件を満たした
当社及び当社グループ会社の従業員に対し当社株式を給付する仕組みです。
　当社は、従業員に対し個人の貢献度等に応じてポイントを付与し、一定の条
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短期金銭債権 3,402千円
短期金銭債務 52,233千円

件により受給権の取得をしたときに当該付与ポイントに相当する当社株式を給
付します。従業員に対し給付する株式については、予め信託設定した金銭によ
り将来分も含め取得し、信託財産として分別管理するものとします。
②信託に残存する自社の株式
　信託に残存する当社株式を信託における帳簿価額（付随費用の金額を除
く。）により純資産の部に自己株式として計上しております。当該自己株式の
帳簿価額及び株式数は、当事業年度末209,582千円、112,800株であります。

2. 会計上の見積りに関する注記
（関係会社株式の評価）

(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額
関係会社株式の金額は、1,696,883千円であります。

(2) 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①金額の算出方法

　当社は、関係会社株式について移動平均法による原価法のもと、取得価
額をもって貸借対照表価額とし、当該関係会社の純資産額を基礎として算
定した実質価額が貸借対照表価額に比べて著しく下落した時には、原則と
して減損処理を行っています。
　ただし、実質価額が著しく下落している場合であっても、実行可能で合
理的な事業計画等により将来の回復可能性を裏付けることができるときに
は減損処理を行わない場合があります。
　また、企業買収により超過収益力を反映させて関係会社株式等を取得し
たときには、買収時に見込んだ各社の事業計画に基づく売上、営業利益、
営業キャッシュ・フローの達成状況や将来の事業計画等を検討し、当該超
過収益力が見込めなくなってしまったことで、実質価額が貸借対照表価額
に比べ著しく下落した場合に減損処理を行います。

②金額の算出に用いた主要な仮定
　実質価額の回復可能性の見積りは、経営者が作成した中期事業計画を元
に算定しています。

③翌事業年度の計算書類に与える影響
　当該見積りは、市場環境の変化などによって影響を受ける可能性があ
り、実際の業績が見積もりと異なる場合、翌事業年度の計算書類において
重要な影響を与える可能性があります。

３. 貸借対照表に関する注記
（1）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務
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売上高 38,550千円
売上原価 471,374千円
販売管理費 7,985千円

（２）財務制限条項付きリボルビング・クレジット・ファシリティ契約及び当座借越契
約

① 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため株式会社三菱ＵＦＪ銀行をエージェン
トとするリボルビング・クレジット・ファシリティ契約（シンジケート方式）を締
結しております。また、当座借越契約を２行と締結しております。当該契約に基づ
く当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。

リボルビング・クレジット・ファシリティ契約の総額    4,000,000千円
当座借越契約の総額                                                    250,000千円
借入実行残高                                                                       －千円
差引額                                                                   4,250,000千円

② 上記のリボルビング・クレジット・ファシリティ契約については、以下のとおり財
務制限条項が付されており、これらの条項に一つでも抵触した場合、当社は借入先
からの通知により、期限の利益を喪失し、当該借入金を返済する義務を負っており
ます。
(ｲ)2024年６月期決算以降、各年度の決算期の末日における連結貸借対照表に記載

される純資産の部の金額を、直前決算期の末日または2023年６月決算期の末日
における連結貸借対照表に記載される純資産の部の金額のいずれか大きい方の
75％以上に維持すること。

(ﾛ)2023年６月期決算以降、各年度の決算期に係る連結損益計算書に記載される経
常損益が２期連続して損失とならないようにすること。

４. 損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

営業取引による取引高
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株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数
普 通 株 式 471千株 82千株 －千株 553千株

投資有価証券 15,616千円
未払事業税 33,361千円
資産除去債務 18,819千円
貸倒引当金 9,936千円
一括償却資産 9,956千円
未払費用 9,311千円
未払事業所税 5,618千円
ゴルフ会員権評価損 3,375千円
受注損失引当金 25千円
株式給付引当金 53,819千円
その他 8,595千円
繰延税金資産合計 168,437千円

その他有価証券評価差額金 △15,361千円
繰延税金負債合計 △15,361千円
繰延税金資産の純額 153,075千円

５. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加は、取締役会の決議に基づく自己株式の取
得82千株による増加分であります。当事業年度末日の自己株式数のうち、株式
会社日本カストディ銀行(信託Ｅ口)が所有する株式数は、112千株でありま
す。

６. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

繰延税金負債

7. 収益認識に関する注記
　収益を理解するための基礎となる情報は、連結計算書類「連結注記表（連結計算書類
作成のための基本となる重要な事項）「４.会計方針に関する事項「(6)重要な収益及び費
用の計上基準」」」に記載のとおりであります。
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(1) １株当たり純資産額 429円91銭
(2) １株当たり当期純利益 113円88銭

８. １株当たり情報に関する注記

(注) 株主資本において自己株式として計上されている株式給付信託(Ｊ-ＥＳＯＰ)に
残存する当社株式は、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定
上、期末発行済株式数及び期中平均株式数の計算において控除する自己株式に
含めております。
　当事業年度における１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益の算定上
控除した当該自己株式の期末株式数及び期中平均株式数は112,800株及び
112,800株であります。

９. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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